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　日本では第二次世界大戦後、一貫して大腸がんの
罹患率が増加しており、西洋化した食生活、特に肉
や脂肪の摂取量が増えたことと関係があると言われ
てきた。国際的にも牛・豚等の獣肉やハム・ソーセー
ジ等の加工肉の過剰摂取は大腸がんのリスクを高め
るとされており、牛・豚肉の 1 週間当りの摂取量と
しては 500 グラム未満が推奨されている1）。しかし
日本人の肉類の摂取量の絶対値は現在でも欧米人の
1/2～1/3 であり、日本人に対する肉類の摂取量と
大腸がん発生リスクの関係は明確でなかった。
　国立がんセンターの津金昌一郎氏を主任とする

「多目的コホート研究に基づくがん予防など健康の
維持・増進に役立つエビデンスの構築に関する研
究」班は、日本人のコホート研究により肉類の摂
取量と大腸がんの発生率の関連を初めて検出し、
2011 年 11 月に発表した2〜3）。
　同研究班は 1995 年から1999 年にかけて、岩手県・
秋田県・長野県・沖縄県・茨城県・新潟県・高知県・
長崎県・大阪府の 9 府県の10 保健所管内に在住する
45 歳から74 歳のがんや循環器疾患の既往歴のない
約 8 万人について食事等のライフスタイルのアンケート
調査を行い、その後 2006 年まで追跡調査を行った。
　この追跡期間中に 1,145 例の大腸がん（結腸がん
788 人、直腸がん 357人）が確認された。肉類の総
量と種類（牛・豚肉、ハム・ソーセージ、鶏肉）に対し、
1日当たりの摂取量の少ない順に男女を各 5 グループ
に分け、摂取量の一番少ないグループの発生率を1と
したときの各グループの大腸がんの発生率を求め、結
腸がんと直腸がんの相対危険度を比較した（図表）。
　その結果、男性の肉類全体の摂取量が最も多いグ

ループ（1 日当たり約 100 グラム以上）で結腸がん
のリスクが有意に高く、相対リスクは最少摂取群に
対して 1.44 倍であった。また、女性の、牛・豚肉の
摂取量が最も多いグループ（1 日当たり約 80 グラム
以上）でも結腸がんのリスクが高く、相対リスクは
最少摂取群に対して 1.48 倍であった。一方、肉類摂
取量と直腸がんの関係は男女とも認められなかった。
また、ハム・ソーセージは、この集団ではリスクが
検出されるほどの摂取量には達していなかった。
　調査対象の年齢や、居住地域などが限定されてい
ること、また摂取量が参考値であるという制約はあ
るものの、今回の報告により、日本人についても肉
類の過剰摂取が結腸がんのリスクになる可能性があ
ることが判明した。現在、日本人の 1 日当たりの肉
類全体の摂取量は平均約 83 グラムであるが、十代
後半では約 130 グラムであり4）、若年層の肉類の過
剰摂取のリスクについては特に注視が必要である。

　2011年 11月、国立がん研究センターの研究班は日本人の肉類の摂取量と大腸がんの発生率の関連を
初めて明らかにした。約 8万人を対象に、大腸がん（結腸がんおよび直腸がん）と肉類摂取量の関係を
調査・分析した結果、牛肉・豚肉の摂取量が多いグループでは女性の結腸がん、肉類全体の摂取量が多
いグループでは男性の結腸がんのリスクが高いことが明らかになった。欧米に比べ肉類の摂取が少ない
日本人でも結腸がんのリスクとの関連性が判明した。現在、日本人の肉類摂取量は 1日当たり平均約
83グラムであるが、十代後半では 130グラムであり、特に若年層は注視が必要である。

参　考　1）　World Cancer Research Fund/American Institute for Cancer Research Food, Nutrition, Physical activity, and the 

Prevention of Cancer：A Global Perspective.  Washington, DC：American Institute for Cancer Research；2007

2）　Red meat intake may increase the risk of colon cancer in Japanese, a population with relatively low red 

meat consumption, Asia Pac J Clin Nutr. 2011；20（4）：603-12（国立がん研究センター）
3）　赤肉・加工肉摂取量と大腸がん罹患リスクについて（国立がん研究センター　研究成果）：

http://epi.ncc.go.jp/jphc/outcome/2869.html

4）　厚生労働省　平成 21 年国民健康・栄養調査結果 ,　2010 年 12 月

トピックス1 日本人の肉類摂取量と結腸がん発生リスクとの関連

図表　肉類摂取量と結腸がん／直腸がん発生のリスク

参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成

* アンケート結果と対象者の一部の食事記録調査の結果から
算出した摂取量の近似値（参考値）。

http://epi.ncc.go.jp/jphc/outcome/2869.html
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トピックス2 微小がんを短時間で可視化できる蛍光試薬の開発
　がんの手術では、再発リスクをできるだけ小さ
くするため、最初にできた部位とともに周辺に広
がった小さながんも可能な限り取り除くことが重
要である。内視鏡下などで必要最小限の部位を切
除する手術が普及してきたこともあり、手術局所
においてがん病巣と正常組織を短時間で正確に識
別する検査技術の開発が進められている。しかし
現在臨床試験中の方法には、特定のがんに対象が
限定される、検査に数時間かかるなどの問題が指
摘されている1）。
　東京大学大学院医学系研究科の浦野泰照教授と
米国立衛生研究所の小林久隆主任研究員のグルー
プは、卵巣がんを含め多くのがん種の細胞表面に
高発現しているγ–グルタミルトランスペプチダー
ゼ（GGT）という酵素に着目し、がん特異的に反
応する蛍光試薬を開発した。さらにマウス疾患モ
デルを用いて、がん病変部位にスプレーするだけ
で短時間かつ鋭敏に微小がんを可視化できること
を明らかにし、2011 年 11 月号の「サイエンス・ト
ランスレーショナル・メディシン」誌に発表した2）。
　gGlu–HMRG と名づけられた化合物は、それ自
身は蛍光物質ではないが、GGT によって部分的に
切断を受けると HMRG に変わり緑色蛍光を発す
る。HMRG は脂溶性が高く細胞に入りやすいので、
がん細胞が蛍光標識されて可視化できる（図表）。
　同研究グループは、6 種類のヒト卵巣がん細胞
株をそれぞれ免疫不全マウスの腹腔に注入し、腹
膜に直径 1 mm 程度の微小がんを作らせ、内視
鏡スプレーカテーテルを通して腹膜表面に gGlu–
HMRG（50μmol/L, 300μL）を噴霧した。その結果、

4 種類のがん細胞株について噴霧後 10 分以内で微
小がん由来の蛍光が検出され、その蛍光は 1 時間
以上持続した。さらにこの担癌マウスモデルにお
いて、蛍光観察下で腹腔鏡手術をすることにより、微
小がんを可視化しながら切除できることを示した。
　今回の研究成果により、gGlu–HMRG を用いて、
微小がんの場所や取り残しの有無を外科手術中に
簡便に確認できる蛍光発色検査方法の開発が期待
される。GGT は、肝細胞がんや脳腫瘍の一種など
複数のがん種で高発現が報告されており、本技術
は卵巣がん以外にも適用できる可能性がある。今
後は、実際にがん患者の微小がんも特異的に検出
できるのか、またヒトで安全に使えるのかどうか、な
どについて検証していく必要があると考えられる。

　がんの手術では、再発リスクをできるだけ小さくするため、最初にできた部位とともに周辺に広がっ
た小さながんも可能な限り取り除くことが重要である。内視鏡下などで必要最小限の部位を切除する
手術が普及してきたこともあり、がん病巣と正常組織を短時間で正確に識別する検査技術の開発が進
められている。東京大学大学院医学系研究科の浦野泰照教授と米国立衛生研究所の小林久隆主任研究
員のグループは、卵巣がんを含む多くのがん種の細胞表面酵素に着目し、がんに特異的に反応する蛍
光試薬を開発した。この蛍光試薬を動物疾患モデルの病変部位にスプレーすることにより、短時間か
つ鋭敏に微小がんを可視化できた。この技術は卵巣がん以外にも適用できる可能性があり、微小がん
の場所や取り残しの有無を手術中に簡便に確認できる蛍光発色検査方法の開発が期待される。

参　考
1）　Bouvet, M. and Hoffman R. M., Glowing Tumors Make for Better Detection and Resection. Sci. Transl. Med. 3, 

110fs10（2011）
2）　Urano, Y. et al., Rapid Cancer Detection by Topically Spraying a γ–Glutamyltranspeptidase-Activated Fluorescent 

Probe. Sci. Transl. Med. 3, 110ra119（2011）

図表　がん細胞が gGlu–HMRGによって蛍光標識される
しくみ

出典：科学技術振興機構プレスリリース
平成 23 年 11 月 24 日
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参　考　1）　N. Aso, T. Manabe, H. Yoshida：“Development of an adsorption heat-pump system that recovers waste 

heat”, Proceedings of the 2011 International Conference on Power and Energy Engineering,（2011）p20.

　　　　2）　安曽徳康、眞鍋敏夫、吉田宏章、近藤正雄：「IT 機器廃熱を利用した冷却技術」、FUJITSU 62, 5, 617 （2011）

　　　　3）　プレスリリース：http://pr.fujitsu.com/jp/news/2011/11/7-1.html

　クラウドサービスの進展に伴い、今後、データ
センターのような大型コンピューターシステムに
おける消費電力の大幅な増加が見込まれている。
例えば、データセンターで消費される電力の約
40% は、IT 機器冷却のための空調に用いられてお
り、空調効率の改善による省エネルギー対策が求
められている。
　2011 年 10 月、（株）富士通研究所の研究グループ
は、CPU（中央演算処理装置）から発生する廃熱
を利用し、サーバールームの冷却に使用する冷却
水を製造する技術を開発したと発表した1、2）。廃熱
を利用して冷却水を生成する装置としては吸着式
ヒートポンプが知られているが、廃熱による水温
が 65℃ よりも低く、かつ、CPU 処理の負荷が変動
するために、温度が一定でない CPU 廃熱は利用さ
れていなかった。今回は、新素材の吸着剤および
廃熱水の流量制御技術を開発することで、廃熱水
温が 55℃ 以下での冷却水の製造に成功した。この
技術により、未利用の CPU 廃熱から製造した冷却
水を空調装置に用いることで、データセンターの
消費電力が最大で約 20% 削減可能になる。
　吸着式ヒートポンプは、減圧容器内の吸着材が
周囲の水蒸気を吸着すると、蒸気圧が一定になる
ように冷媒の水が蒸発する際に発生する気化熱を
利用した冷却装置である。室温での吸着剤への水
の吸着と、高温での乾燥のサイクルを繰り返すこ
とで、連続的に冷却水が製造される。原理的に水
の吸着と脱着の反応のみであり、フロンは不要で
ある。循環水ポンプ以外の電力も必要とせず、低
消費電力で動作できるという特徴もある。今回発
表の技術では、水を吸着して吸着力が低下した吸
着剤の乾燥再生に CPU の廃熱を利用している。
　研究グループでは、独自の吸着剤の新素材開発

も行い、酸化剤を用いて親水化した活性炭を用い
ることで、室温における水の吸着性能と 55℃ で
の乾燥性能の双方を向上することに成功した。ま
た、CPU の温度は負荷により変動するため、連続
的な冷却水の製造には、廃熱水の温度を吸着剤が
乾燥できる温度範囲に維持する必要がある。今回
は、CPU の負荷に合わせて、廃熱水の流量をコン
トロールすることで、温度を所定の範囲に保つこ
とを可能とした。CPU の廃熱を利用して得た温水

（40～55℃）と常温の水（25℃）との温度差を利用
し熱交換によって吸着式ヒートポンプを動作させ、
冷却水（15℃）を製造できる（図表参照）。これら
の技術の適用により、冷水製造装置へ入力された
廃熱量を 100% としたとき、最大で 60% の熱量に
相当する冷水出力が得られる。
　研究グループでは、2014 年頃のデータセンター
への適用を目指して、さらに、大規模化・スペー
ス効率の向上・信頼性の向上などを進めている。
この技術は、工場・オフィスビル・太陽熱発電シ
ステムなどデータセンター以外でも、未利用の低
温廃熱活用への展開が期待されている。

トピックス3 CPUの廃熱を利用した空調効率の大幅な向上

　クラウドサービスの進展に伴うデータセンターの消費電力の大幅な増加に対し、IT機器冷却のため
の空調効率の改善が求められている。2011年 10月、（株）富士通研究所の研究グループは、CPUか
ら発生する廃熱を利用した、空調効率の大幅な向上技術を発表した。新素材の吸着剤と、CPUの負
荷に合わせた廃熱水の流量制御技術により、低温でかつ温度が一定しない IT機器での廃熱利用が可
能になった。今回開発の技術によって、データセンターの消費電力の最大約 20%が削減可能となる。
今後、工場・オフィスビル・太陽熱発電システムなどでの未利用の低温廃熱の活用も期待されている。

図表　CPUの廃熱を利用した冷却技術

参考文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成

http://pr.fujitsu.com/jp/news/2011/11/7-1.html
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参　考
1）　科学技術動向誌 2011 年 6 月号「災害時にもロバストで有効な情報伝達手段」
2）　総務省報道資料（2011 年 8 月 2 日）：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_01000027.html

3）　（株）NTTドコモ・プレスリリース（2011 年 11 月 28 日）：http://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/2011/11/28_00.html

4）　日本電気（株）プレスリリース（2011 年 11 月 11 日）：http://www.nec.co.jp/press/ja/1111/1101.html

5）　サイボウズ（株）プレスリリース（2011 年 12 月 8 日）：http://group.cybozu.jp/news/11120801.html

　東日本大震災後には電話が混み合って機能しな
かったという教訓1）から、総務省の検討会は、デー
タ通信網を利用した音声サービスの開始に向けた
連携を日本国内の関係事業者に提言していた2）。
　これを受けて、（株）NTT ドコモ、KDDI（株）、沖
縄セルラー電話（株）、ソフトバンクモバイル（株）、（株）
ウィルコム、イー・アクセス（株）の携帯電話・PHS の
国内事業者は、パケット通信を利用して災害時に音
声を届けるサービスに関する相互接続や運用方法な
どの共通ガイドラインを策定し、サービス名称を「災
害用音声お届けサービス」に統一することを決めた3）。
ユーザー・インターフェイスの共通化は未定だが、操
作感や使い勝手の共通化が考慮される見込みである。

（社）電気通信事業者協会を仲介として、事業者間で
の相互接続を実現するために連携する。
　2012 年春より、（株）NTT ドコモは独自の「災害
用音声お届けサービス」を開始し、一方、KDDI（株）
と沖縄セルラー電話（株）も日本電気（株）が開発した

「音声配信ソリューション」4）を用いてサービスを開
始する予定である。送信者は、スマートフォンや携
帯端末で音声をデジタルデータに変換し、パケット
通信によってデジタル音声を通信事業者の音声蓄積
サーバーに送信する（図表参照）。受信者には音声受
信を通知するメールが直ちに送られ、音声蓄積サー
バーに接続すると、音声ファイルを受信して音声メッ
セージとして再生できる。この時、送信者側にも受
信者がメッセージを受け取ったことが通知される。
　日本電気（株）が開発した「音声配信ソリューショ
ン」は、独自の分散データベース技術によって、災
害時にやり取りされる膨大な数の音声データの処理
を可能とした4）。これを通信事業社の既存のネット
ワーク設備に適用することによって、「災害用音声

お届けサービス」の迅速な開始が可能となる。また、
同社は、クラウドサービスの一部として、個別企業
に対しても、災害時における従業員間の連絡用音声
メッセージサービスの提供を予定している。
　パケット通信を用いた音声通話は、音声品質が保
証されないため、インターネットなどの回線速度が
速い場合を除いて利用されていなかった。しかし、
同時通話でなければ音声蓄積サーバーを利用して音
声品質を上げることができる。また、パケット通信
では、通信事業者のデータ通信網だけでなくイン
ターネット網も使えるので、災害に強い構造となる。
このサービスが使われれば、電話網への集中が抑制
されるので、電話も繋がりやすくなると期待される。
　これとは別に、サイボウズ（株）は、クラウドを
用いた企業向け安否確認サービスを開始する5）。従
業員の携帯電話やパソコンに一斉メールを送って
安否情報を集計し、さらには状況に応じた対策の
指示を伝えることもできる。同社は複数のサーバー
を国外に置き、リスク分散を図る。
　このように、日本国内では、災害時の音声通信
や安否確認の手段が整備されつつある。

トピックス4 災害時の音声通信や安否確認手段の確保

　東日本大震災後には電話が混み合って機能しなかったという教訓から、総務省の検討会は、データ通
信網を使ったパケット通信での音声サービスの提供を提言していた。これを受け、携帯電話・PHSの国
内事業者 6社は、サービスの相互接続や運用方法などの共通ガイドラインを策定し、名称を「災害用音
声お届けサービス」に統一することを決めた。2012年春より、（株）NTTドコモ、KDDI（株）、沖縄セルラー
電話（株）などがサービスを開始する予定で、一部の事業者は日本電気（株）が開発した「音声配信ソリュー
ション」を用いる。パケット通信であれば、通信事業者のデータ通信網だけでなく、インターネット網
も使えるので、災害に強い構造となる。また、クラウドを用いた音声メッセージサービスや安否確認サー
ビスも企業向けに開始される予定である。このように、災害時の通信確保の手段が整備されつつある。

図表　「災害用音声お届けサービス」の仕組み

参考文献4）を基に科学技術動向研究センターにて作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_01000027.html
http://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/2011/11/28_00.html
http://www.nec.co.jp/press/ja/1111/1101.html
http://group.cybozu.jp/news/11120801.html
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図表　家庭用太陽光発電と風力発電による生産額と雇用
創出の推計

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

　再生可能エネルギー技術の導入は、地球温暖化
抑制やエネルギーセキュリティの確保とともに、新
しい産業と雇用の創出も期待されている。横浜国
立大学の研究者は、家庭用太陽光発電と風力発電
を含む拡張産業連関表を用いて、約 400 部門の産
業連関から導入効果を詳細に分析し、経済波及効果
と雇用創出効果の特徴と相違点を明らかにした1）。
　研究者は、産業連関表に再生可能エネルギーに
関連する部門を新たに追加し、部門別の生産額と
雇用を製造、建設、運用・保守の 3 段階に分けて、
国内における家庭用太陽光発電と風力発電による
発電量あたりの部門別生産額（百万円・年/GWh）
と部門別雇用（人・年/GWh）を推計し、比較した。
　家庭用太陽光発電の場合、運用・保守と太陽電
池製造において生産額は大きいが、雇用係数（= 従
業員数／生産額）が小さいために、これらについ
ての雇用創出効果はさほど大きくない。むしろ、
太陽電池よりも耐用年数の短いインバータを含む
開閉制御装置および配電盤において、製造と運用・
保守の雇用が生まれる。また、太陽電池を構成す
るシリコン結晶の製造などを含む電気機械器具の
製造段階の雇用、パネル設置など建設段階の雇用
も期待できる。このように、家庭用太陽光発電では、
運用・保守と太陽電池製造以外の雇用創出効果も
あることが特徴的である。
　一方、風力発電の場合には、風力発電の運用・
保守において生産額と雇用が他部門よりも大きい。
風車建設時の雇用創出も期待できるが、生産額は
大きくならない。また、台風や落雷などの事故に
対する損害保険の保守・運用の生産額と雇用が、
家庭用太陽光発電と比較して大きいという特徴が
ある。
　発電量あたりでは、家庭用太陽光発電と風力発

電の運用・保守により創出される雇用はほぼ等し
い。大きく異なる点は、他の産業部門への波及効
果である。風力発電については、ブレードなどの
部品を含め、風力発電設備全体で輸入が多く、製
造段階の海外比率が 80% を占める。したがって、
風力発電では国内における経済・雇用への波及効
果は限定される結果となる。

トピックス5 家庭用太陽光発電・風力発電による発電量あたりの雇用創出効果

　横浜国立大学の研究者は、拡張産業連関表を用いて家庭用太陽光発電と風力発電による経済波及と
雇用創出の効果を比較した。産業連関表に再生可能エネルギーに関連する部門を追加し、部門別の生
産額と雇用を製造、建設、運用・保守の 3段階に分けて推計している。家庭用太陽光発電と風力発電
を比較すると、発電量あたりでは、運用・保守により創出される国内の雇用はほぼ等しいが、他の産
業部門への波及効果が異なる。風力発電については、部品や設備の製造段階の海外比率が 80%を占
めるため、国内における経済・雇用への波及効果は限定される結果となる。

参　考
1）　松本 直也，本藤 祐樹，拡張産業連関表を利用した再生可能エネルギー導入の雇用効果分析，日本エネルギー学会誌，

Vol. 90, No. 3, pp. 258–267 （2011）
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生態系サービスを持続させる市場メカニズムの拡大
―日常消費活動の中で生態系保全を推進する認証制度―

　1992 年 6 月にリオ・デジャネ
イロ（ブラジル）で開催された「環
境と開発に関する国際連合会議」

（いわゆる地球サミット）において、
「気候変動枠組条約」（UNFCCC；
United Nations Framework Con-
vention on Climate Change）と

「生物多様性条約」（CBD；Conven-
tion on Biological Diversity）の 2
大条約が採択された1）。人類の活
動と地球の関わり方に関する本格
的な議論はこの時期から本格化し
たと言える。
　「気候変動枠組条約」では大気
中の温室効果ガスの濃度を安定化
させることを究極の目標としてい
る。この条約の下、1997 年に京
都で開催された第 3 回締約国会議

（COP3）では、先進国に拘束力
のある温室効果ガス排出削減目標
を規定した「京都議定書」（Kyoto 
Protocol）が合意された2）。これ
以降、地球温暖化問題に対する世
界の関心は高まり、省エネやエコ
という取組みの重要性は広く社会
に認知されていった。企業では業
績報告の一環として環境会計が取
り入れられ、エコポイントや補助
金等の施策とセットになった省エ
ネ商品が成長市場になるなど、地
球温暖化問題は人々の生活や暮ら

藤本　博也
客員研究官

浦島　邦子
グリーンイノベーションユニット

しに大きく影響する概念として一
般化している。
　一方、「生物多様性条約」は、
生物の多様性を「生態系」「種」

「遺伝子」の 3 つのレベルで捉え、
生物多様性の保全、その構成要素
の持続可能な利用、遺伝資源の
利用から生ずる利益の公正な配分
を目的としている3）。この条約の
下、我が国では 1995 年に「生物
多様性国家戦略」が策定され、以
降の二度の改変議論を踏まえ、保
全や持続的利用に関する推進策が
展開されてきた4）。2008 年 5 月に
は「生物多様性基本法」が国会で
成立し、この基本法に基づく具体
的戦略として「生物多様性国家戦
略 2010」が 2010 年に閣議決定さ
れた（約 720 の具体的施策と 35 の
数値目標）。
　このように両者は同時期にス
タートし、類似した議決機関や議
論の仕組みを構築してきたが、現
在の状況が大きく異なる点は、地
球温暖化と生物多様性に対する社
会の認識レベルである。環境省
が 2010 年 12 月に公表した「環境
にやさしい企業行動調査」5）によ
ると、地球温暖化防止対策に対す
る企業経営の位置付けとして「方
針を定め、取組を行っている」と

回答した企業の割合が 59.4% であ
るのに対し、生物多様性保全に対
する位置づけとして「企業活動と
大いに関連があり、重要視してい
る」と回答した企業の割合は僅か
17.2% と非常に低い。
　これに対し、国際自然保護連
合（IUCN）、シェル・インターナ
ショナル・リミテッドら 5 つの機
関が 2008 年に発行した「生物多
様性ビジネスの構築」6）では、「政
府と NGO だけでは生物多様性の
課題をすべて解決することはでき
ない。ビジネスセクターの保全取
組みへの参加は差し迫った要件で
ある。」と提言している。人間活
動が環境に与える負荷を示す指標
であるエコロジカル・フットプリ
ントが、地球の生物学的容量を現
時点で 40% も超えていると推察
されている7）。市場メカニズムな
ども活用した、地球規模のスピー
ド感ある推進策が求められている
のである。
　本稿では、生態系サービスの概
念を説明し、生物多様性保全や生
態系保全を推進するために取り組
まれている有効な手法や仕組みに
ついて、例を挙げて紹介する。

1 はじめに
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水災害に対する
防災技術の転換の必要性

井上　素行
客員研究官

鴨川　慎
安全・システムユニット

　我が国は、地震や火山活動が活
発で、急峻な地形に脆弱な地質が
分布している。さらに、台風や前
線、低気圧によって激しい降雨や
高波・高潮が発生するなど、地域
ごとに様々な水災害が発生しやす
い条件を有している。高度成長期
には、産業の発展と人口の急激な
増大を支えるために膨大な社会イ
ンフラが整備され、水災害の脅威
を構造物の力で抑え込む防災対策
を行ってきた。その結果、中小規
模の洪水などに対する水災害は減
少したが、その一方で、河川の氾
濫原や海沿いの低地、急斜面や崖
下など本来危険である場所に市街
化が進展する結果となった。この
ような危険領域における高密度の
土地利用は新たな水災害リスクを
増大させている。
　2011 年 9 月には大型で強い台
風第 12 号が四国に上陸し、四国
から北海道にかけて長時間にわた
る降雨をもたらした。近畿地方で

中で、巨大な水災害の脅威に対し
て、地域の安全を堤防などの線で
守る従来型の防災の考え方だけで
は限界にきており、水災害に強い
地域社会づくりのための新たな防
災・減災技術が求められるように
なっている。第 4 期科学技術基本
計画においても持続可能な自然共
生社会や循環型社会の実現、豊か
な国民生活の実現を目指して、社
会インフラのグリーン化の施策と
して「気候変動や大規模自然災害
に対応した、都市や地域の形成、
自然環境や生物多様性の保全、森
林等における自然循環の維持、自
然災害の軽減、持続可能な循環型
食料生産の実現等に向けた取り組
み」が求められている。
　本稿では、洪水注1）・高潮注2）な
どの水災害の脅威に対して、近年
の防災技術の動向を紹介し、日本
の水災害の防災について考え方の
転換の必要性を述べる。

は総降水量が 1,800 mm を超える
など、各地で観測記録を更新する
記録的な大雨が降った1）。これに
より、土砂崩れや堤防越流による
住宅、鉄道などの被害が発生し死
者・行方不明者は94名に達した2）。
　海外ではタイ国でチャオプラヤ
川が長期間にわたる大雨によって
氾濫し、600 名を超える死者・行
方不明者が発生するとともに、多
数の工業団地が被災してサプライ
チェーン寸断の影響が世界中に波
及する大きな経済的な被害が発生
した3）。日本の経済的ダメージは、
大震災にも匹敵するとも懸念され
ている。
　自然は私たちの日常の暮らしに
豊かな恵みを与えてくれている
が、社会の自然とのかかわり方に
よっては時には大きな脅威となっ
て襲いかかってくる。今後はさら
に、地球温暖化に伴う気候変動に
よって異常気象の発生が危惧され
るようになっている。このような

注1）　洪水：大雨や融雪などを原因として河川流量が異常に増大する現象。
注2）　高潮：気圧の低下や風の吹き寄せなどによって潮位が平常時より著しく上昇する現象。

1 はじめに
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世界の研究動向と日本（発表1）

　最初に、世界の研究動向とその

科学技術動向研究

シンポジウム「IEEEに見る国際競争激化とグローバル化
―研究人材の国際流動性は研究開発に影響を与えるのか―」開催報告

野村　稔
客員研究官

中で日本の置かれている位置につ
いての発表が参考文献1）に基づい
て行われた。前記したように、科
学技術政策研究所では、継続的
に IEEE の出版物を対象とした文
献調査を行ってきており、参考文

献1）はその第 3 報にあたる。この
調査は、分析対象として IEEE の
定期刊行物の分析に、新たにカン
ファレンス・プロシーディング

（国際会議の予稿集）を加え、30
年間で約 150 万件以上の工学系の

　科学技術政策研究所　科学技術
動向研究センターでは、今後の日
本の国際競争力を考えるうえで、
世界と日本の工学系の研究開発の
状況を明確化するために世界最大
の学協会である IEEE（Institute of 
Electrical and Electronics Engi-
neering, Inc.：電気電子技術者協
会）を対象に各種の分析を行ない、
得られたデータに基づいて議論を
進めてきた1）。2010 年 3 月に第 1
回目のシンポジウムを開催し、日
本の研究開発の領域特異性や国
内の人的移動の影響などについて
の議論を行なった。今回は第 2 回
目としてさらに、IEEE に関して
至近の変化と研究者の国際流動性
の分析結果2）を加えて、それらの
関係性や将来への影響を深く議論
した。

学院イノベーションマネジメント
研究科教授）、産業の国際競争力
との関係性の視点から中馬宏之
氏（一橋大学イノベーションセン
ター教授）、そしてアジアの科学
技術イノベーションの今後の発展
性の視点から角南　篤氏（政策研
究大学院大学准教授）の各位に
お引き受け頂いた。なお、本シ
ンポジウムへの参加者は 45 名で
あった。
　以下では、2 章で前半に行われ
た発表で提示された分析結果の概
要を、3 章で後半に行われたディ
スカッションで出された各種意見
の中から多数派の意見を抽出し
て、今後の検討すべき視点をまと
める。特に話題となったデータと
提起された各種意見は、本稿の付
録として掲載する。

　今回のシンポジウムは、前半後
半の 2 部構成をとり、前半で（1）

「IEEE のカンファレンスと定期
刊行物の分析から推測される世界
と日本の研究開発の状況」と、（2）

「3 つの研究領域の研究者の国際
流動性の比較」の発表が科学技術
動向研究センターから行われた。
　後半では、前半の発表内容を基
にして、参加者全員によるディス
カッションが行われた。ディス
カッションは、議論の活発化を図
るために、中心的にコメントを
頂くという趣旨で、4 名のコメン
テータを設けて進行した。コメン
テータ役は、工学系研究と大学運
営の視点から原島文雄氏（IEEE
ライフフェロー、首都大学東京
学長）、組織運営と組織の能力の
視点から榊原清則氏（法政大学大

1 シンポジウムの全体概要

2 日本の工学系の研究開発の多様性と流動性の現状（前半の発表内容から）
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図表 6　日本の研究者の移動パターン

発表 2 の資料4）から

線の太さが国際的に移動した研究者数に対応する

線の太さが国際的に移動した研究者数に対応する

図表 7　諸外国の研究者の移動パターン（電子デバイス領域の例）

発表 2 の資料4）から
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企業にてコンピュータ設計用 CAD の研究開発、ハイ・パーフォーマンス・コン
ピューティング領域、ユビキタス領域のビジネス開発に従事後、現職。スーパーコン
ピュータ、LSI 設計技術等の科学技術動向に興味を持つ。現在、科学技術イノベーショ
ン政策における「政策のための科学」に関する研究に従事し、研究開発のもたらす社
会的・経済的効果の定量化・可視化に取り組んでいる。
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